
環
境
・
資
源
開
発
で
事
業
創
生

保
田
や
す
だ
隆
た
か
し
氏

日揮執行役員テクノロジーイノベーションセンター本部長兼技術統括担当役員
　
―
技
術
開
発
本
部
を
廃
止

し
、
７
月
１
日
付
で
「
テ
ク

ノ
ロ
ジ
ー
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

セ
ン
タ
ー
」
を
新
設
し
ま
し

た
。
そ
の
意
図
は
。

　
「
ビ
ジ
ネ
ス
ニ
ー
ズ
に
合

っ
た
技
術
開
発
を
よ
り
一
層

進
め
る
こ
と
で
、
新
事
業
の

創
生
に
つ
な
げ
る
こ
と
が
目

的
だ
。
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

業
界
で
は
、
従
来
の
オ
イ
ル

＆
ガ
ス
分
野
に
加
え
、
環
境

や
省
エ
ネ
、
都
市
イ
ン
フ
ラ

と
、
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で
の

技
術
開
発
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。
開
発
ス
ピ
ー
ド
も
増
し

て
お
り
、
自
社
の
研
究
開
発

体
制
だ
け
で
は
対
応
し
き
れ

な
い
。
そ
の
た
め
国
内
外
の

企
業
や
大
学
な
ど
と
、
よ
り

深
く
広
く
連
携
し
、
オ
ー
プ

ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
推
進

し
て
い
く
」

　
―
新
規
事
業
の
確
立
に
向

け
て
、
特
に
力
を
入
れ
て
い

る
分
野
は
。

　
「
資
源
開
発
分
野
と
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
は
じ

め
と
し
た
環
境
対
応
分
野

だ
。
資
源
開
発
で
は
、
特
に

非
在
来
型
資
源
の
技
術
開
発

に
従
来
か
ら
取
り
組
ん
で
き

た
。
現
在
も
、
超
臨
界
水
を

使
っ
た
重
質
油
の
改
質
技
術

や
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
の
低

品
位
炭
を
原
料
と
す
る
石
油

代
替
燃
料

Ｊ
Ｃ
Ｆ

の
技

術
実
証
を
進
め
て
お
り
、
今

後
の
事
業
化
を
見
込
ん
で
い

る
。
今
後
は
シ
ェ
ー
ル
ガ

ス
、
シ
ェ
ー
ル
オ
イ
ル
分
野

で
も
、
開
発
に
関
わ
る
水
処

理
や
掘
削
の
技
術
習
得
に
力

を
入
れ
て
い
く
」

　
「
環
境
対
応
分
野
で
は
、

太
陽
熱
発
電
シ
ス
テ
ム
や
バ

イ
オ
マ
ス
ケ
ミ
カ
ル
の
ほ

か
、
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
ー

次
世
代
環
境
都
市

の
観

点
か
ら
建
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

管
理
シ
ス
テ
ム
の
技
術
開
発

を
進
め
て
い
る
。
ま
た
原
子

力
分
野
で
も
、
放
射
性
物
質

を
含
ん
だ
汚
染
土
壌
の
除
染

技
術
で
他
社
と
の
共
同
研
究

を
進
め
て
い
る
」

　
―
海
外
で
の
研
究
開
発
の

状
況
は
ど
う
で
す
か
。

　
「
現
在
は
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ

ビ
ア
の
大
学
院
大
学
と
の
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
水
処

理
分
野
の
ほ
か
、
南
ア
フ
リ

カ
の
国
立
研
究
機
関
と
の
鉱

物
資
源
の
抽
出
技
術
な
ど
、

テ
ー
マ
ご
と
に
複
数
の
共
同

研
究
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

今
後
も
積
極
的
に
海
外
で
の

研
究
開
発
を
展
開
す
る
が
、

自
社
の
研
究
開
発
拠
点
を
持

つ
こ
と
は
考
え
て
お
ら
ず
、

大
学
や
研
究
開
発
機
関
な
ど

と
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン

協
業

を
拡
大
し
て
い
く

方
針
だ
」

　
「
い
ろ
い
ろ
な
企
業
と
の

コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
通
じ

て
、
他
社
の
優
良
技
術
の
商

品
化
と
い
う
面
で
も
貢
献
で

き
る
。
例
え
ば
日
本
に
は
優

良
技
術
を
持
っ
た
中
小
企
業

が
多
く
あ
る
。
彼
ら
に
対
し

て
、
工
業
化
の
た
め
の
ア
ド

バ
イ
ス
や
海
外
展
開
の
支
援

な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で

き
る
」

　
―
グ
ル
ー
プ
会
社
と
の
連

携
も
重
要
で
す
。

　
「
グ
ル
ー
プ
に
は
触
媒
や

フ
ァ
イ
ン
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
素

材
を
扱
う
子
会
社
が
あ
り
、

グ
ル
ー
プ
子
会
社
と
当
セ
ン

タ
ー
と
の
連
携
を
一
層
深
め

て
い
く
。
既
に
当
セ
ン
タ
ー

か
ら
グ
ル
ー
プ
会
社
に
研
究

要
員
を
派
遣
す
る
な
ど
し
て

お
り
、
そ
う
し
た
施
策
を
通

じ
て
開
発
力
を
高
め
る
こ
と

で
グ
ル
ー
プ
会
社
の
事
業
拡

大
に
つ
な
げ
る
」

土
井
俊

東レ専務取締役技術センター所長

阿
部
あ
べ
　
晃
一
こ
う
い
ち
氏

長
期
視
点
に
立
ち
新
分
野
開
拓

　
―
日
本
の
組
み
立
て
産
業

が
衰
退
し
、
素
材
産
業
の
研

究
開
発
の
重
要
性
が
増
し
て

い
ま
す
。

　
組
み
立
て
産
業
は
、す
り

合
わ
せ
が
デ
ジ
タ
ル
化
さ
れ

た
こ
と
で
新
興
国
の
追
撃
が

容
易
に
な
り
、
苦
戦
し
て
い

る
。
素
材
産
業
は
継
続
的
に

２
歩
、
３
歩
先
に
行
く
先
端

材
料
を
作
り
続
け
る
の
が
ポ

イ
ン
ト
だ
。
振
り
返
っ
て
み

て
も
半
導
体
が
あ
っ
た
か
ら

電
子
産
業
が
生
ま
れ
、
炭
素

繊
維
に
よ
り
次
世
代
の
航
空

機
が
生
ま
れ
よ
う
と
し
て
い

る
。
先
端
材
料
が
次
の
時
代

の
産
業
を
作
っ
て
き
た
の
は

間
違
い
な
く
、
革
新
的
な
材

料
が
無
け
れ
ば
魅
力
的
な
製

品
は
生
ま
れ
な
い
。
我
々
が

取
り
組
ん
で
い
る
研
究
開
発

が
、
次
の
時
代
の
日
本
の
産

業
を
作
る
と
思
っ
て
い
る
」

　
―
東
レ
の
研
究
開
発
の
方

向
性
は
。

　
「
有
機
合
成
化
学
、
高
分

子
化
学
、
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ

ジ
ー
、
ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

を
コ
ア
技
術
に
し
て
先
端
材

料
を
開
発
す
る
。
次
世
代
産

業
を
創
造
す
る
た
め
、
シ
リ

コ
ン
バ
レ
ー
の
ま
ね
を
し
て

も
う
ま
く
は
い
か
な
い
。
長

期
視
点
の
研
究
・
開
発
を
軸

に
し
た
経
営
の
も
と
、
既
存

産
業
の
内
な
る
フ
ロ
ン
テ
ィ

ア
を
開
拓
す
る
。
ま
た
、
こ

れ
か
ら
大
切
な
の
は
融
合

だ
。
我
々
も
自
前
主
義
を
捨

て
、
先
端
融
合
研
究
所
を

年
に
設
立
し
、
外
部
と
の
連

携
や
自
由
な
発
想
で
の
研
究

を
推
進
し
て
い
る
」

　
―

年
３
月
期
ま
で
の
中

期
経
営
課
題
で
は
３
年
間
で

１
６
０
０
億
円
の
研
究
開
発

投
資
を
計
画
し
て
い
ま
す
。

　
「
そ
の
う
ち
半
分
は
、
地

球
環
境
問
題
に
先
端
技
術
で

貢
献
す
る
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
関
係
に
充
て
る
。

軽
量
化
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
の
効
率
化
向
上
、
新
エ

ネ
ル
ギ
ー
、
バ
イ
オ
マ
ス
ポ

リ
マ
ー
、
水
処
理
を
重
点
分

野
と
し
て
取
り
組
む
。
エ
ネ

ル
ギ
ー
利
用
の
効
率
化
向
上

で
は
炭
素
繊
維
複
合
材
料
が

寄
与
す
る
。
こ
こ
を
徹
底
的

に
強
く
し
、
他
社
を
引
き
離

し
て
い
く
」

　
―
研
究
開
発
に
は
ど
ん
な

人
材
が
求
め
ら
れ
ま
す
か
。

　
「
東
レ
で
大
き
な
業
績
を

あ
げ
た
研
究
者
の
共
通
点

は
、
基
礎
科
学
力
に
裏
付
け

さ
れ
た
深
い
専
門
性
や
、
同

じ
深
さ
で
な
く
て
も
複
数
の

専
門
性
を
持
つ
人
だ
。
未
知

の
分
野
に
ア
プ
ロ
ー
チ
す
る

時
の
ツ
ボ
を
心
得
て
い
て
、

広
い
視
野
を
持
つ
。
ま
た
、

研
究
開
発
を
し
な
が
ら
、
自

分
の
テ
ー
マ
に

競
合
他
社

に
対
す
る

ど
の
よ
う
な
参

入
障
壁
を
仕
込
む
か
な
ど
、

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
も
並
行
し

て
考
え
る
こ
と
が
ま
す
ま
す

重
要
に
な
っ
て
い
る
」

　
―
国
や
大
学
へ
の
要
望
は

あ
り
ま
す
か
。

　
「
国
に
は
国
内
総
生
産

Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
１
％
規
模
の

予
算
を
科
学
技
術
強
化
に
充

当
す
る
ほ
か
、
研
究
開
発
促

進
税
制
な
ど
を
考
慮
し
て
ほ

し
い
。
炭
素
繊
維
の
よ
う
に

時
流
に
迎
合
し
な
い
継
続
支

援
も
重
要
だ
。
大
学
に
は
、

研
究
の
場
で
あ
る
と
同
時
に

教
育
の
場
で
あ
る
こ
と
も
意

識
し
て
も
ら
い
た
い
。
ま
た

日
本
の
国
力
を
増
す
た
め
に

も
、
公
的
研
究
機
関
を
ハ
ブ

と
し
て
大
学
や
企
業
が
垂
直

連
携
し
た
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

を
組
織
し
、
よ
り
大
き
な
成

果
を
出
す
こ
と
も
大
切
だ
」

湯
原
美
登
里

研
究
開
発
ト
ッ
プ
に
聞
く

オープンイノベーション推進

研究開発の方向 グ
ロ
ー
バ
ル
シ
ナ
ジ
ー
追
求

国際競争力を高めるための研究開発の方向性 自由記述
・国内外でのオープンイノベーションの推進
・国際標準化を意識した研究開発
・研究開発体制および研究要員のグローバル化

・新興国を対象とした積極的な企業連携と優秀な研究
人材の確保

・差別化技術、オンリーワン技術の追求

・海外機関との連携を強化する一方、最先端のコア技
術は国内で

・現地のニーズから落とし込んだリバースイノベーシ
ョン

・スマートハウス関連技術など日本の先進的かつ得意
分野の技術輸出に産官学が連携・集中して取り組む

・パラダイムシフトをビジネスチャンスと捉え、成長
分野の技術開発に挑戦

・市場となる国の文化、商習慣などを理解した上で日
本的な付加価値を加える工夫を

・オールジャパンで連携した研究開発、国家プロジェ
クトへの参画

・税制面での優遇措置

　
「
国
際
競
争
力
を
高
め
る

た
め
の
研
究
開
発
の
あ
り

方
、
方
向
性
」
に
関
す
る
自

由
記
述
方
式
の
質
問
に
は
、

合
計
１
３
０
件
の
回
答
が
寄

せ
ら
れ
た
。
一
番
多
い
の
は

「
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
の
推

進
」

件

で
、
次
い
で

グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
と
密
接
に

関
わ
る
「
各
国
そ
れ
ぞ
れ
の

事
情
に
適
合
す
る
ロ
ー
カ
ル

化
」

件

や
「
オ
ー
プ

ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

件

が
続
く
。

　
こ
れ
ら
上
位
３
テ
ー
マ
に

関
連
す
る
キ
ー
ワ
ー
ド
を
記

述
の
中
か
ら
抽
出
す
る
と
、

グ
ロ
ー
バ
ル
シ
ナ
ジ
ー
全

世
界
で
の
相
乗
効
果

」

「
地
産
地
消
」
「

現
地
ニ

ー
ズ
か
ら
落
と
し
込
む

リ

バ
ー
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

が
挙
げ
ら
れ
よ
う
。
「
コ
ン

カ
レ
ン
ト
な
研
究
開
発
」

「
本
社
主
導
に
よ
る
、
海
外

研
究
開
発
の
同
期
化
」
と
い

っ
た
回
答
も
寄
せ
ら
れ
た
。

　
併
せ
て
「
日
本
が
国
際
競

争
上
、
得
意
分
野
で
あ
る
技

術
輸
出
に
、
産
学
官
が
連
携

し
集
中
的
に
取
り
組
む
べ
き

だ
」
「
文
科
省
、
経
産
省
な

ど
の
予
算
を
増
額
し
、
例
え

ば
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

就

業
体
験

の
補
助
な
ど
に
回

す
」
「
国
家
戦
略
と
し
て
企

業
の
競
争
力
を
高
め
て
い
る

韓
国
や
中
国
に
対
抗
す
る
た

め
、
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

力
を
入
れ
て
ほ
し
い
」
「
文

科
省
の
く
び
き
を
は
ず
れ
自

由
な
共
同
研
究
が
で
き
る
よ

う
に
」
「
税
制
面
の
優
遇
措

置
を
」
な
ど
、
国
の
施
策
に

対
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
要
望
も

提
示
さ
れ
た
。

現地化でニーズ・人材確保

研
究
開
発
者
・
拠
点

　
研
究
開
発
者
に
関
す
る
設

問
で
は
、
「
向
こ
う
数
年
で

研
究
開
発
人
員
を
増
や
す
」

が

・
１
％
で
、
前
回
比
４

・
０

減
。

・
１
％
の

「
横
ば
い
」

前
回
比
３
・

１

増

を
合
わ
せ
る
と

・
２
％
と
な
り
、
先
端
研
究

や
新
規
事
業
加
速
に
向
け
、

各
社
と
も
人
員
確
保
を
進
め

て
い
る
と
み
ら
れ
る
。
「
人

員
を
減
ら
す
」
は
前
回
よ
り

０
・
５

減
の
０
・
９
％
し

か
な
か
っ
た
。

　
海
外
の
研
究
開
発
拠
点
に

つ
い
て
は
「
複
数
カ
所
あ

る
」

・
０
％
と
、
「
拠

点
が
な
く
設
置
の
予
定
も
な

い
／
未
定
」

・
８
％

に
ほ
ぼ
二
分
さ
れ
、
企
業
戦

略
の
違
い
が
あ
る
よ
う
だ
。

　
海
外
拠
点
を
持
つ
理
由
は

「
現
地
ニ
ー
ズ
の
確
保
」

ス
ズ
キ
、「
地
域
に
密
着

し
た
商
品
開
発

パ
ナ
ソ
ニ

ッ
ク

な
ど
現
地
ニ
ー
ズ
へ

の
対
応
が
最
も
多
い
。
「
グ

ロ
ー
バ
ル
市
場
に
対
応
」

清
水
建
設

、
「
グ
ロ
ー

バ
ル
情
報
入
手
」

豊
田
自

動
織
機

な
ど
国
際
化
に
対

応
す
る
狙
い
や
、
「
先
端
技

術
の
獲
得
」

東
芝

、

「
標
準
化
戦
略
と
オ
ー
プ
ン

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

Ｎ
Ｔ

Ｔ

な
ど
競
争
力
向
上
を
進

め
る
理
由
も
う
か
が
え
る
。

　
海
外
拠
点
の
あ
る
地
域
に

つ
い
て
は
、
北
米

回
答
１

１
４
社
の

・
４
％

、
欧

州

同

・
８
％

、
中
国

同

・
６
％

な
ど
に
集

中
。
前
回
に
比
べ
北
米
で
２

・
７

減
る
一
方
、
欧
は
３

・
９

増
、
中
国
は
９
・
１

も
増
え
た
。

■アンケート協力企業（ 社・順不同）
【情報通信・電機・印刷】
　〈総合電機・重電〉日立製作所 東芝 三菱電機 富士電機 明電舎 安
川電機
　〈コンピューター・通信機器〉ＮＥＣ 富士通 日本ＩＢＭ 日本ユニ
シス ＯＫＩ 日本ヒューレット・パッカード 日本無線 岩崎通信機
　〈家電・電子部品〉パナソニック ソニー ＴＤＫ シャープ パイオ
ニア アルプス電気 太陽誘電 京セラ 村田製作所 ローム 日本電産
　〈通信・印刷〉ＮＴＴ ＮＴＴドコモ ＮＴＴデータ ＫＤＤＩ ソフ
トバンク 大日本印刷 凸版印刷
【精密・計測・制御】
　〈計測・制御機器〉オムロン 横河電機 島津製作所 アドバンテス
ト 堀場製作所 アズビル 日本電子 東芝メディカルシステムズ シスメ
ックス
　〈精密機器・事務機〉富士フイルムホールディングス キヤノン コ
ニカミノルタホールディングス リコー カシオ計算機 シチズンホール
ディングス オリンパス 富士ゼロックス ＨＯＹＡ セイコーエプソン
セイコーインスツル ヤマハ グローリー
【機械・造船・車両】
　〈産業機械・造船・車両〉三菱重工業 川崎重工業 ＩＨＩ 日立造
船 三井造船 住友重機械工業 荏原 クボタ コマツ 日立建機 コベルコ
建機 豊田自動織機 日本車両製造 月島機械 日揮 東洋エンジニアリン
グ 千代田化工建設 ダイキン工業
　〈工作機械・その他機械〉アマダ 東芝機械 森精機製作所 オーク
マ 牧野フライス製作所 日本精工 ＮＴＮ ジェイテクト 不二越 ブラ
ザー工業 ＪＵＫＩ
【自動車関連】
　〈自動車・自動車部品〉トヨタ自動車 日産自動車 ホンダ 三菱自動
車 三菱ふそうトラック・バス マツダ 富士重工業 スズキ ダイハツ工
業 いすゞ自動車 日野自動車 ヤマハ発動機 デンソー トピー工業 ニ
ッパツ 曙ブレーキ工業 アイシン精機 豊田合成 日本特殊陶業
　〈タイヤ〉ブリヂストン 横浜ゴム 住友ゴム工業 東洋ゴム工業
【建設・建材】
　〈建設・住宅〉清水建設 鹿島 大成建設 大林組 竹中工務店 熊谷
組 前田建設工業 西松建設 戸田建設 五洋建設 大和ハウス工業 ミサ
ワホーム 積水ハウス
　〈ガラス・セメント・建材〉旭硝子 セントラル硝子 太平洋セメン
ト 住友大阪セメント ＴＯＴＯ ＬＩＸＩＬ ＹＫＫ　ＡＰ クリナッ
プ 三協立山 不二サッシ 日本ガイシ 三和シヤッター工業 文化シヤッ
ター
【鉄・非鉄・電線】
　〈電線〉住友電気工業 古河電気工業 日立電線 フジクラ 昭和電線
ホールディングス
　〈鉄鋼・非鉄金属〉新日本製鉄 ＪＦＥホールディングス 住友金属
工業 神戸製鋼所 日新製鋼 三菱マテリアル 日本軽金属 日立金属 大
同特殊鋼 愛知製鋼 東洋製缶 リョービ
【化学・繊維・紙パ】
　〈化学〉三菱ケミカルホールディングス 旭化成 三井化学 昭和電
工 ＤＩＣ 東ソー サカタインクス ＪＳＲ 日本ゼオン クレハ 信越化
学工業 関西ペイント 日本ペイント トクヤマ 電気化学工業 住友化
学 宇部興産 大陽日酸 エア・ウォーター 積水化学工業 日立化成工
業 東京応化工業 三洋化成工業 カネカ
　〈化合繊・紡績・アパレル〉東レ クラレ 日清紡ホールディングス
帝人 東洋紡 ユニチカ
　〈紙・パルプ〉王子製紙 日本製紙グループ本社 三菱製紙
【医薬・食品】
　〈医薬・トイレタリー〉武田薬品工業 第一三共 アステラス製薬 エ
ーザイ 塩野義製薬 大正製薬ホールディングス 中外製薬 田辺三菱製
薬 大日本住友製薬 日本化薬 協和発酵キリン 　 　ファルマ
タカラバイオ ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング ラクオリア
創薬 花王 ライオン 資生堂
　〈ビール・食品〉キリンホールディングス アサヒグループホールデ
ィングス サッポロホールディングス サントリーホールディングス 味
の素 日清製粉グループ本社 日本ハム ＪＴ
【エネルギー】
　〈石油〉ＪＸホールディングス コスモ石油 出光興産
　〈電力〉北海道電力 東北電力 東京電力 中部電力 北陸電力 関西電
力 中国電力 四国電力 九州電力 東京ガス 大阪ガス 東邦ガス Ｊパワ
ー

研究開発機能の国際化や外部化進む私はこう見る

三菱総合研究所科学・安全政策研究本部主任研究員河合毅治氏 　前回の調査と比較した特徴の一つは、中国
に研究拠点を置く企業がこの１年間で大きく
増加しているという点である（昨年調査の
社が今回調査では 社に）。中国が既に重要
な生産拠点かつ市場となる中、さらに研究開
発拠点も現地に置くことで、現地市場の状況
に素早く対応できる研究開発体制を構築しよ
うとする、いわゆる「グローカライズ」の動
きの一環であると予想される。
　中国では特許出願件数や自然科学系の論文
数がここ数年急激に増大していることからも
分かる通り、中国国内での研究開発能力が高
まっていることも、その後押しをしていると
いえよう。
　このような状況が続けば、日本企業の生産

拠点が海外に流出する中で生まれた「日本に
研究開発機能を残して、海外で生産・販売す
る」というスキームもいずれ崩れる可能性が
ある。日本企業にとって、果たして何が自社
のビジネスモデルで競争力を生むコアなのか
を見極め、その上で国内にどのような機能を
残すべきかを見直す時期が来つつあることを
うかがわせる。
　また、企業と大学などとの間で行われてい
る産学連携に関しては、特許権などの知的財
産権について大学の権利の主張が強いこと
や、企業が特許権を実施しなかった際、大学
側が企業に求める不実施補償が障害になると
いった意見が散見された。
　このような意見が表れる背景として、手続

き上の問題、すなわち、本来、契約は個別の
案件ごとに弾力的に条件を設定するものであ
るにもかかわらず、当事者の一方または双方
が「特定のひな型の下でしか契約を認めな
い」といった硬直的なスタンスを取っている
ことが挙げられる。加えて企業の側でも、知
的財産権を出願する際に、その権利を今後の
事業にどう活用していくかという視点での検
討が十分になされていない可能性もある。
　研究開発機能の国際化や外部化が進む中
で、法務部門や知的財産部門には、単に必要
な手続きを行うための部門でなく、事業戦略
に寄与する役割が今後ますます求められるの
ではないか。

あすから「科学技術」面で引き続き掲載します。

　　 ２０１２年 平成２４年 ７月２４日 火曜日 　　 （ ）


